
九州大学安全保障輸出管理規程

平成２１年度九大規程第７２号

施 行：平成２２年 ４月 １日

最終改正：令和 ５年 ３月２８日

（令和４年度九大規程第６５号）

（目的）

第１条 この規程は、九州大学（以下「本学」という。）における安全保障輸出管理（以下「輸

出管理」という。）の基本方針を定め、適切な輸出管理体制を構築・整備することにより、輸

出管理の確実な実施を図り、もって国際的な平和及び安全の維持に教育研究機関として貢献す

ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条 この規程は、本学の役員及び教職員（以下「役職員」という。）並びに学生及び研究員

等（以下「学生等」という。）が、本学における活動として行う、次条第６号及び第７号に規

定するすべての技術の提供及び貨物の輸出に関する業務に適用する。

（定義）

第３条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

(1) 関係法令 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「法」という。）

並びに同法に基づく輸出管理に関する政令、省令及び通達等をいう。

(2) 居住者 法第６条第１項第５号に規定する居住者をいう。

(3) 非居住者 法第６条第１項第６号に規定する非居住者をいう。

(4) 貨物 法第６条第１項第１５号に規定する貨物をいう。

(5) 技術 貨物を設計、製造又は使用するために必要な特定の情報をいう。

(6) 技術の提供 次に掲げる行為をいう。

イ 外国における技術の提供若しくは外国に向けて行う技術の提供又はそれらを目的とした

国内における技術の提供（技術を記載・記録した文書若しくは記録媒体を外国へ送付し、

又は技術を電気通信により外国へ向けて送信する行為を含む。）を行うこと。

ロ 非居住者への技術の提供又はそれを目的とした居住者への技術の提供を行うこと。

(7) 貨物の輸出 外国に向けて貨物を送付すること又はそれを目的とした貨物の国内取引をい

う。

(8) 部局 各学部、各学府、各研究院、基幹教育院、高等研究院、各附置研究所、カーボンニ

ュートラル・エネルギー国際研究所、病院、附属図書館、情報基盤研究開発センター、エネ

ルギー研究教育機構、アジア・オセアニア研究教育機構、各学内共同教育研究センター、学

術研究・産学官連携本部、未来社会デザイン統括本部、データ駆動イノベーション推進本部、

未来人材育成機構、各推進室等、事務局、部局事務部及び監査・コンプライアンス室をいう。

(9) 部局長 前号の部局の長をいう。

(10) 相手先 技術の提供にあっては当該技術を利用する者、貨物の輸出にあっては当該貨物の

需要者をいう。

（基本方針）

第４条 本学は、国際的な平和及び安全の維持を妨げることのないよう、技術の提供及び貨物の

輸出について関係法令を遵守するとともに、輸出管理を確実に実施するため、輸出管理体制を

適切に整備し、その充実を図る。

（輸出管理統括責任者）

第５条 本学に輸出管理を統括する者として輸出管理統括責任者を置き、総長が指名する理事を

もって充てる。

２ 輸出管理統括責任者は、次に掲げる業務を行うものとする。

(1) 輸出管理の基本方針及び基本施策の決定

(2) 技術の提供及び貨物の輸出に関する承認・許可

(3) 輸出管理に関する教育の実施

- 1 -



(4) 輸出管理に関する監査の実施

(5) その他輸出管理の統括に関する業務

（輸出管理統括部署）

第６条 本学に輸出管理に係る業務を適切かつ円滑に実施するため、輸出管理統括部署を置き、

法務統括室をもって充てる。

２ 輸出管理統括部署は、次に掲げる業務を行うものとする。

(1) 輸出管理の基本方針及び基本施策の企画・立案

(2) 技術の提供及び貨物の輸出に関する承認・許可手続

(3) 輸出管理に関する教育の企画・立案

(4) 輸出管理に関する監査の企画・立案

(5) その他輸出管理統括責任者の支援に関する業務

（部局輸出管理責任者）

第７条 各部局に当該部局の輸出管理を主宰する者として部局輸出管理責任者を置き、部局長を

もって充てる。

２ 部局輸出管理責任者は、当該部局における次に掲げる業務を行うものとする。

(1) 技術の提供及び貨物の輸出に関する審査

(2) 輸出管理に関する教育その他輸出管理統括責任者が実施する業務への協力

(3) その他当該部局における輸出管理の主宰に関する業務

（部局輸出管理部署）

第８条 各部局に当該部局の輸出管理に係る業務を適切かつ円滑に実施するため、部局輸出管理

部署を置く。

２ 部局輸出管理部署は、当該部局における次に掲げる業務を行うものとする。

(1) 当該部局の役職員が行う輸出管理（次条から第１２条までに定める手続を含む。）に関す

る支援

(2) 部局輸出管理責任者の支援

(3) 輸出管理統括部署との輸出管理に関する連絡調整

(4) その他当該部局における輸出管理の実施に関する業務

（判定）

第９条 役職員は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、当該取引が関係法令にお

いて経済産業大臣の許可を受けるべきものとして特定されている技術又は貨物及び地域に係る

ものであるか否かの判定（以下単に「判定」という。）を行わなければならない。

２ 前項に規定する判定の実施方法については、別に定めるところによる。

（相手先確認）

第１０条 役職員は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、相手先の核兵器等の開

発等への関与又はそのおそれの有無を確認しなければならない。

２ 前項に規定する相手先の確認に係る実施方法については、別に定めるところによる。

（用途確認）

第１１条 役職員は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、相手先における当該技

術又は貨物の用途を確認しなければならない。

２ 前項に規定する相手先における当該技術又は貨物の用途確認に係る実施方法については、別

に定めるところによる。

（審査）

第１２条 役職員は、前３条に規定する判定等の結果を速やかに部局輸出管理責任者（役員にあ

っては、輸出管理統括責任者。以下同じ。）に書面により報告しなければならない。

２ 部局輸出管理責任者は、前項に係る報告を審査し、当該審査結果を輸出管理統括責任者に書

面により報告しなければならない。

３ 輸出管理統括責任者は、前項に係る報告を審査の上、当該判定等の承認を行うとともに、輸

出管理上の懸念がないと判断される場合は、当該技術の提供又は貨物の輸出を許可するものと

する。

４ 輸出管理統括責任者は、前項に基づく許可を行う場合は、関連法令に基づき、必要に応じて
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事前に経済産業大臣の許可を受けなければならない。

５ 役職員は、輸出管理統括責任者の許可を受けずに、技術の提供又は貨物の輸出を行ってはな

らない。

６ 役職員は、技術の提供又は貨物の輸出を行うに当たり、当該取引が輸出管理統括責任者の許

可を受けたものと同一のものか確認を行わなければならない。

（学生等が技術の提供又は貨物の輸出をする場合の取扱い）

第１３条 役職員は、当該役職員が主として研究指導を行う学生等が、技術の提供又は貨物の輸

出を行おうとする場合は、当該学生等の協力を得て、第９条から前条までに定める手続を行わ

なければならない。

（事故対応）

第１４条 役職員及び学生等は、貨物の輸出を行う際の通関時において事故が発生した場合は、

直ちに当該輸出の手続を取りやめ、部局輸出管理責任者を通じて輸出管理統括責任者にその旨

を報告しなければならない。

２ 輸出管理統括責任者は、前項の報告があった場合は、部局輸出管理責任者と協議の上、適切

な措置を講じるものとする。

（教育）

第１５条 輸出管理統括責任者は、部局輸出管理責任者の協力の下、役職員及び学生等に対し、

関係法令、この規程及びこの規程に基づく定めを周知し、遵守させなければならない。

（監査）

第１６条 輸出管理統括責任者は、本学における輸出管理を関係法令、この規程及びこの規程に

基づく定めに基づき適正に実施するため、輸出管理業務の監査を実施することができる。

（報告）

第１７条 役職員及び学生等は、関係法令、この規程及びこの規程に基づく定めに対する違反又

は違反のおそれがあることを知った場合は、速やかに部局輸出管理責任者にその旨を通報しな

ければならない。

２ 部局輸出管理責任者は、前項の通報があった場合は、当該通報の内容を調査し、その結果を

遅滞なく輸出管理統括責任者に報告しなければならない。

３ 輸出管理統括責任者は、前項の報告があった場合は、輸出管理を確実に実施するという観点

から適切に対応するとともに、必要に応じて経済産業省等の関係機関に報告するものとする。

（審議機関）

第１８条 輸出管理の重要事項については、研究戦略会議において審議する。

（事務）

第１９条 輸出管理に関する事務は、関係各部局等及び事務局関係各課等の協力を得て、総務部

総務課において行う。

（雑則）

第２０条 この規程に定めるもののほか、輸出管理に関し必要な事項は、輸出管理統括責任者が

別に定める。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規程第８５号）

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規程第１４０号）

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規程第５９号）

この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規程第１３９号）

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年度九大規程第７７号）

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。
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附 則（平成２６年度九大規程第１２３号）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年度九大規程第１０６号）

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規程第１０号）

この規程は、平成２８年７月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規程第３６号）

この規程は、平成２８年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規程第１２８号）

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大規程第４３号）

この規程は、平成２９年１１月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大規程第７０号）

この規程は、平成３０年２月１日から施行する。

附 則（平成３０年度九大規程第８号）

この規程は、平成３０年５月２１日から施行する。

附 則（平成３０年度九大規程第１３４号）

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和２年度九大規程第６７号）

この規程は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和３年度九大規程第１５１号）

この規程は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和４年度九大規程第６５号）

この規程は、令和５年４月１日から施行する。


